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研究ノート
貿易摩擦についての一考察＊
小
?
正 雄
1. 序
最近，日米間で生じている貿易摩擦は，経済学的に究明すべき多くの問題を提起して
いる。貿易摩擦は，基本的には保護貿易主義的な要求によって生ずるのであるが，最近の
動向からいえることは，それが先進国間において，また工業製品の貿易において生じてい
るということである。これは特に石油危機以降，先進工業国の経済成長率が低下し，失業
とインフレが定着し，比較劣位産業の縮少という産業調整が次第に困難になってきたため
に，従来のような自由貿易を続けていくことが必らずしも自国の実質所得を高めることに
はならなくなってきたからである。これが保護貿易の要求，したがって貿易摩擦となって
現われるのである。それ故に，貿易摩擦は自由貿易か保護貿易かという，古くて新しい問
題に対する選択を迫っているともいえよう。
ところで，わが国がしばしば貿易摩擦の当事国になるのは何故であろうか。いろいろな
理由が考えられるが，やはりここ数年の間に，世界のGNPや貿易額に占めるわが国のシ
ェアが高まり；その結果わが国の経済成長や貿易のあり方が，さまざまなフリクションや
コンフリクトを生み出してきたからであると考えることができる。特に，貿易のあり方に
ついては，わが国の貿易パターンが加工貿易型ないし垂直貿易型になっており，他の先進
工業国におけるような水平貿易型になっていないこと，また特定商品の特定地域に対する
輸出が短期間に急増するというケースが，しばしばみられたからである。またわが国が，
自由貿易体制を維持するためのコストを必らずしも十分払っていないという不満を，他の
先進国が持っていることも事実である。しかし，このようなわが国の貿易パターンの特徴
は，次第に修正されつつあると考えてよいであろう。
さて，このような貿易摩擦の解明には，どのようなアプローチをすればよいであろうか。
貿易摩擦が多様な側面を持っているので，いろいろなアプローチが可能であるが，しかし
＊三菱銀行清明会よりこのテーマに関する一連の研究について研究費の助成を得た。謝意
を表わす。
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従来国際経済学で一般的に用いーられてきた，開放経済の小国モデルは不適切であり，相互
依存関係とリバーカッションが扱える開放経済の2国マクロモデルを用いなければならな
いのではないかと思われる。特に，日米貿易摩擦については，両国の生産性上昇率の格差，
貿易収支の不均衡，および失業が問題にされている。ただ， 2国マクロモデルであっても，
固定相場を仮定するのか変動相場を仮定するのか，また資本移動を考慮した国際収支を考
えるのか単なる貿易収支だけを考えるのか，また固定相場の場合，国際収支の不均衡が貨
幣供給量に与える影響をどの程度考慮するのか（不胎化率の決定），さらに両国の政策変
数として，どのような手段を考えるかなどによって，さまざまなモデルを設定することが
できる。ここでは， A.K. Swoboda & R. Dornbush (1973)や R.Mundell (1964)に
そくして，最も簡単な固定相場制の下でのケインズ的な2国モデルを考え，所得調整によ
るリパーカッション・プロセスを明らかにし，次に， H.G. Johnson (1958)が， ドル不
足問題に関連して展開したモデルを用いて，貿易摩擦が生ずるさまざまなケースを明らか
にすることにしたい。
2. 所得調整モデル
いま自国と外国の2国から成る世界を考え，それぞれ第1国と第2国とする。また為替
相場を含む財価格を 1とする_j国 (j=l,2)の国民所得を Y;,国内支出を E1,輸入を
島とすれば，両国のマクロ的均衡は
Y1=E1(Y1)+M2(Y2)-M1(Y1)=E1(Y1)+T(Y1, 巧）
Y戸品(Y2)+M,(Y,)-M2(巧）＝品(Y2)-T(Y1,巧）
で与えられる。
また自国の貿易収支の定義式は
T=M2(Y2)-M1(巧）
である。
(1) 
(2) 
(3) 
(1)(2)から，相互依存関係にある両国の均衡所得水準 Y;"が決まり，またそのような Y;"
を(3)に代入すれば，その下での貿易収支 Tが求まる。ただし， Y/が完全雇用所得水準
Y/に等しいとは限らないし，またT が T=Oであるとは限らない。
図1は(1)(2)(3)を示したものである。ただし，直線 Y1Y1,Yz巧は(1)(2)を満たす両国の所
得水準の軌跡であり，その交点 E を， T=Oとする TT線が初期に通るものとする。
まずこのモデルを用いて，自国の有効需要拡大策（たとえば政府支出の拡大）が， Y/
とTに与える効果を明らかにしたい。その際，均衡点Eが安定的であることも示したい。
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Y, 兄の傾斜は， (1)を変形し，自国と外国の貯蓄性向を Si,S2とし，またその輸入性向
を加，加とすれば
Y2 
Y: 
y~ 
Y2 
?
.Y2 
Yf Yf 
図 1
Y, 
亨＝研m,
dY1 兄 =Y,• m2 >o 
となる。同様に(2)から， Y2巧の傾斜は
釦＝叫dY1 巧=Y2• s叶 m2>o 
となり，さらに TTの傾斜は(3)から
州=~dY1 dT=O m2 >o 
(4) 
(5) 
(6) 
となる。
ところで，このような所得調整による均衡点Eは，安定的であることがわかる。すなわ
ち，もし両国において財に対する超過需要（供給）があれば，所得水準が上昇（下落）す
るものとしょう。このような場合，両国の所得水準の変化は， (1)(2)から
d兄/dt=k誌 (Y1)+M:⑰) -M⑰)一兄〕 (7) 
d兄/dt=k2〔比(Y2HM⑰)-M2(Y2)一巧〕 (8) 
と表わすことができる。ただし， k;>Oは，調整係数である。 (7)(8)をY/でテーラー展開
し，一次項だけをとれば
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dY1/dt=-k1((l-Ei'+M1')(Y1-Y11)-Ml(Y2-Y2')J 
=-k⑱＋加）(Y1-Y1')-m2(Y2-Y2')〕
d巧/dt=-k瓜1-Ez'+Ml)(Y2-Yz')-M1'(Y1-Yi')〕
＝一柘〔(s2+~2) (Y~- Yz')-~1 (,Y1 -Yi')〕
となる。 (9lUOlの特性方程式は
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(9) 
UOl 
-k1(s1+m1)-,l k1叫
枷 I -k心 +m2)-,l1. = .l2サ〔k1(ふ十加）十柘(s叶加）〕
+k必(s1+加）(s叶m2)-k1k2m西=.l2+砂+A2= o Ul 
となる。
ただし， A1=ki(s汁加）＋ん(s叶匹），A2=k1柘(s1+加）(s叶m2)-k1k2加叫である。
周知のように， (9)皿の微分方程式体系が Y1•, Ylに収束するための必要十分条件は，
A1>D, A2>Dである。仮定によって，幻>oであるから，均衡点Eが安定的であるため
の必要十分条件は
s1+叫 >o,s2+叫 >o
S西十s1m2+m1s2>0
???
である。 s,>o,町>oと仮定してよいであろうし， U3lは(sサ加）／叫＞加/(s叶匹）と
変形できるので， (4)(5)から，図1のように Y1Y1の傾斜が Y2巧のそれより大きい場合に
は，均衡点Eは安定的である。したがって，初期の両国の所得水準が，直線Y1Y1とY2巧
によって作られる4つの領域のいずれにあっても，所得調整によってE点に収束すること
になる。
また， TT線は，貿易収支を均衡させる兄と巧の軌跡であるが，その傾斜は， (4)(5)(6)
から Yi兄より小さく， Y2巧より大きい。そして TTより左上の領域では，外国の貿易
収支は赤字（自国のそれは黒字）であり， TT右下の領域では，自国の貿易収支は赤字
（外国のそれは黒字）である。
いま自国が有効需要拡大策をとるものとする。この場合， Y1Y1はYi'Yi'にシフトし，
新しい均衡点Aに向って収束する。したがって，両国の所得水準は Y14,Y24に上昇し，
自国の貿易収支は赤字になり，外国の貿易収支は黒字になる。このように，自国の有効需
要の拡大は所得調整を通じて外国の所得水準を高めるのであるが，しかし新しい所得水準
Y14, Y24が必らずしも完全雇用を保証するとは限らない。
ところで，このモデルでは政策手段は両国の有効需要調整策の2つしかない。したがっ
て完全雇用と貿易収支の均衡という政策目標を達成しようとするためには，貨幣市場を導
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入して政策変数をふやすか，為替相場を変動させて，目標変数をへらさなければならな
い。
しかし，自国の有効需要の拡大が外国の所得水準を高めるというこのような結論は，貨
幣市場を導入して資本移動を考慮した場合には必らずしも成立しないということが，すで
に R.Mundell (1964)によって示されている。すなわち， Mundellは固定相場の2国
モデルで完全な資本移動性を仮定した場合，自国の財政支出の拡大が外国の所得水準を低
下させうるということを示している。つまり自国の財政拡大によって自国の所得水準が高
まれば，自国の輸入増加（外国の輸出増加）と共に利子率を引上げる。しかし資本は完全
な移動性を持っているので，外国の利子率も上昇し，したがって投資が低下して，初期の
輸出増加による所得の増加を打ち消すかも知れない。もしこのようなケースが起これば，
自国の所得水準は高まっても，外国のそれは減少することになり，近隣窮乏化的な効果を
与えることになる。このようなマイナスの波及効果は，貿易摩擦の原因となるかも知れな
vヽ
゜
いまそのことを示すために， (1)(2)(3)のモデルに貨幣市場を導入し，完全な資本移動性を
想定したモデルを考えてみよう。完全な資本の移動性を想定する場合，両国で利子率は等
しくなるであろう。なおここでも，為替相場は 1とする。まず， j国 (j=l,2)の国内支
出局を
局(Yj:r)=Ci(巧）+li(r)+切閥
とすれば，両国の財市場の均衡式は
li(r)+G1ーふ(Y1)+T(Y1,1な）=O 
I2(r)+G2ーふ(Y2)-T(Y1,Y2)=O 
U5l 
U6l 
となる。ただし，切は j国の政府支出（政策変数）である。また両国の貨幣市場の均衡
式は
Di+凡＝ム(Yi,r) U7l 
Dz+凡=Lz(Yz,r) UB) 
である。ただし功は j国の（公開市場操作による）国内通貨供給量（政策変数）であ
り，また島はその外貨準備高を表わす。したがって，ここでは不胎化率はゼロとしてい
る。また
W=R叶 Rz U9l 
は，一定の世界の外貨準備高を表わす。
いま， U9lから凡を求めてUS)に代入すれば，変数を均， r,および R1,また政策変数を
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均功および WとするU5lU6)U7)UBlから成るモデルができあがる。 U5l~U8lを全微分して整理
すれば
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8Y1 l 藍 =J[(s叶加）(L1r+L2r)+L2nl2r ]>o 
8Y2 l 豆＝孔加(L1r+L2r)-Liy心 J~o
8Y1 l 畝 =J[(s2+叫）I1r+m心]>o
8Y2 l 諏 =J[(s1+m諏 +m心]>o
8R1 l 醐 □［如(L1yil2r-m山r)+LIY!L忍＋加） ]~o 
?????
をうる。
(21)(2)から，このような場合， 自国の財政支出の拡大は自国の所得水準を引上げるが，外
国の所得水準に対する効果については確定的なことはいえず，場合によってはネガティブ
な波及効果を与えるかも知れないのである。これはこのような形での資本移動を考えない
場合の結論と対照的である。なお'(25)から，自国の財政支出の拡大が国際収支（貿易収支）
に与える効果についても，確定的なことはいえないことがわかる。
3. 価格所得調整モデル
これまでは，両国の財価格を一定とし，専ら所得調整による相互依存関係を明らかにし
た。しかし， 日米間でとりあげられている貿易摩擦は，両国の生産性や貿易収支のオーバ
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ー・タイムにわたる変化に関連していると考えることができる。とりわけ，わが国の生産
性上昇率がアメリカのそれより高いことが，わが国の貿易収支の黒字，したがって貿易摩
擦の原因であるといわれているので，生産性上昇率と貿易収支の変化率との間の関係を明
らかにする必要があると思われる。このような点については，すでに H.G.Johnson (19 
58)の定式化があるので，ここではそれを日米両国の現状に適した形で特定化して，貿易
摩擦が生ずるかどうかを考察することにしたい。
さて，前節の(3)は，輸出入の差額を示していたのであるが，ここでは輸出入比率に変形
する。また，ここでは両国は完全雇用の下で，それぞれの輸出財に完全特化するものとし，
財価格は可変的であるとする。いま自国の輸出入比率を Tとすれば
T= PiM2 P必 Pふ(P,ぷ）＝＝ P2M1 P2ふふ(1/P,Y1) 閲
である。ただし， P;Iまj国 (j=l,2)の財価格であり， P=Pi!P2である。また均は
d国の輸出量， M;はi国の輸入量，巧は j国の生産量，したがってi財で測った実質
所得である。為替相場は 1としている0 (26)を時間tで微分して成長率の形に変形すれば
dT PX1 [ 1 dP 1 dP 1 年 1dP 寄＝瓦― F百―呼面—+ E2可百ー1/lp面 --E1ー 一1 dY1 . Y1 dt] 
をうる。したがって
1 dT 
T dt ＝恥=(1/1 +1Jz-l) (な一rp1)+(E必ーeぶ）
をうる。
l dP ただし， rp1-rp2=--—て P の成長率， 7'/2= 8X1 P • 一P dt 8P Xi 
1 
切）
>oで外国の輸入需要
8X2 P ax, Yz 
の価格弾力性，'1}1=--->oで自国の輸入需要の価格弾力性，む＝――->o1 ap X2 8Y2 X1 
で外国の輸入需要の所得弾力性， e 8X2 Y 1= 8Y1 X2 
_ __!_>oで自国の輸入需要の所得弾力性，
1 dY2 
R2=ーーで外国の所得の成長率，Y2 dt 
1 dY1 R1=——で自国の所得の成長率，Y1 dt 
rp;= 
1 dP; 
P dt で j財価格の成長率である。
岡は自国の輸出入比率の変化率が，さまざまな弾力性の値を所与とすれば，両国の財価
格の変化率と実質所得ないし生産量の成長率によって決まることを示している。これに対
35 
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して，前節の(3)では， Mた,X1,"M1~ふであるから，もし初期に貿易収支が均衡しておれ
ば
dT/dt=X1E函ーX鵡＝ふ〔函—璃〕 蹄
となる。したがってそこでは専ら所得の側面によって，貿易収支が決定されていたことに
なる。しかしここでは，経済成長の過程で両国の財価格と所得水準がどのように変るかに
よって，自国の貿易収支が決まることになる。
そこで，より具体的に自国をアメリカ，外国をわが国とし，両国の現実にそくした条件
を設定して，貿易摩擦が生ずるかどうかを考えてみることにしたい。
（ケー・ス 1)両国において財価格が一定の場合
•この場合には， rp1=rp2=0 であるから, (27)は
島=E函—E1R1 . . (29} 
となる。したがってここでは，自国の貿易収支の変化は，両国の輸入需要の弾力性と両国
の生産（所得）水準の成長率によって決まることになる。周知のように，わが国（外国）は
アメリカから原材料を輸入する加工貿易型の国であり，その輸入需要の所得弾力性は小さ
く，他方自国（アメリカ）は，わが国から所得弾力性の高い工業製品を輸入している。し
たがって， E1>E2であると考えてよいであろう。もし輸入構造にこのような差があれば，
両国の経済成長率が等しい場合には，必らず RT<Oとなる。また仮りに，凡<R2で自国
の経済成長率が外国のそれより低くても，前述のような所得弾力性の違いが十分大きけれ
ば島<oとなるであろう。 H米間の貿易収支のアンバランスが，しばしば貿易摩擦とし
て問題にされるのであるが，その大きな原因は，このような両国の輸入構造の違いに求め
ることができるのではないかと思われる。
（ケー ス2)自国では財価格は一定であるが，外国では生産水準の上昇率に応じて物価
が下落する場合
この場合， rp1 =O, r p2=-R2となるから,(27)は
島＝（む十l-7J1-7J2)R2-E1R2 (30) 
となる。したがって，もし R2/R1くEi/(令十l-7J1-1J2)であれば，自国の貿易収支は成長
の結果，悪化することになる。最近における自国（アメリカ）の物価水準の上昇率は，外
国（わが国）のそれよりも高く，このことがアメリカの貿易収支の悪化，したがって貿易
摩捺の原因であるといわれる場合がある。このケースは，そのような状況を示しているの
である。
ところで,(30)で (1J1+1J2-l)>Oと考えてよく，また両国の輸入構造の違いから， E1>
36 
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む>oがいえるであろう。しかしこのような場合でも，成長の結果自国の貿易収支が必ら
ず悪化するとはいえないのである。確かにR2がR,より十分小さければ，成長の結果自国
の貿易収支が悪化し，貿易摩擦の原因となることもあるが， R1,勺の値いかんによって
は，貿易収支が改善することもありうるのである。
（ケー ス 3)両国の経済成長率の大小関係が，輸入構造の違いによる所得弾力性の逆の
大小関係によってバランスし， E2R2=E1凡となる場合
この場合,(27)は
恥=(711+712-l) (な一rp1) (31) 
となる。このような場合，自国の財価格の上昇率が外国のそれより大きく， rp2-rp1<0で
あれば，自国の貿易収支は必らず悪化することになる。最近の日米間の物価水準の上昇率
については， rp2<rp1の関係がみられるのである。しかし， (711+712-l)>Oであれば，為
替相場の切下げによって，貿易収支の不均衡は基本的には是正されるであろう。
さて，財価格 (P)と生産量 (Y)の積は貨幣所得 (W)である。したがって，貨幣所
得の成長率をなとすれば
な；=r11;+R1 (j=l,2) 
となる。 (32)から得られるなJを問に代入し， Rr=Oとおいてな1を求めれば
e2R2-e1R1 
な1=(R,-R2)+ +r匹
(711+712-l) 
(32) 
閲
となる。閲は，自国の貿易収支を均衡させるような自国の貨幣所得の成長率を表わしてい
る。したがってこれから，もし
な,2く(R2-R1)+ e1R1 -e2R2 R2伽+1J2-l-e2)-R1(1J1+1J2-l-e1)＝ (7/1 +1J2 -1) (7/1 +1J2-l) 紬
であれば，貿易収支が均衡するためには，自国の貨幣所得は低下しなければならない。し
かし自国の貨幣所得が低下することには，大きな抵抗があるであろう。そのような場合に
は，貿易摩擦という対外的な形で問題が表面化する可能性があるであろう。
4. 結び
一般的に，貿易摩擦は補完的な産業構造を持つ国々の間でよりも、産業構造が接近した
競争的な国々の間で起こりやすい。産業構造が接近しておれば，ほぼ同一種類の商品が輸
出入される可能性を持っているのであるが，もしそのような場合に特定の国から特定の商
品の輸入だけが短期間に急増すれば，輸入競争産業での生産水準の低下や失業といった問
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題が生ずることになるからである。
ここでは，日米貿易摩擦の背景に貿易収支の不均衡があるものとして，所得調整モデル
と価格所得調整モデルを用いて，貿易収支アンバランスが生ずるケースを明らかにした。
勿論，日米間で貿易収支がどのような傾向をたどるかということは，貿易摩擦にとって基
本的に重要である。しかし同時に貿易量や貿易パターンがオーバー・タイムにどう変わる
かということも，貿易摩擦のゆくえに関係してくるであろう。
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